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研究要旨 

2025 年には団塊の世代が後期高齢者となり、医療・介護サービスの需要が著しく増大する。

一方、我が国の医療提供体制は、他の先進国に比して長い平均在院日数等、更なる効率化が

必要である。そのため、医療機能の分化・連携を進め、入院医療全体の強化を図ると同時に、

退院患者の生活を支える在宅医療や介護サービス提供体制を充実させていくことが必要であ

り、そのための制度改革や研究が進んでいる。しかしながら、「地域医療構想を実現するた

めの施策」については、国内に系統的な研究が存在せず、自治体、医療機関が各自で試行錯

誤している状況にある。 

そのため、本研究班では、医療計画並びに病床の機能・分化等に資する施策に係る分析・

整理を実施し、各都道府県・各医療機関の地域医療構想を実現するための政策立案のために

必要となる情報の提供を行っていく。 

本研究班は、医療計画班、定量分析班、事例統括班、機能連携班、地域包括班、実地検証

班の 6つにテーマを分担し、研究を進めた。平成 29 年度は都道府県が第七次医療計画を策定

する年度であることから、研究成果が今後、都道府県の地域医療構想担当者のみならず、医

療計画担当者にも有意義なものとなることが期待される。 
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Ａ．研究目的 

平成 27 年度より都道府県は地域医療構想

を策定し、病床の機能分化・連携、在宅医療・

介護の推進等に取り組んでいる。 

国内における先進的事例等を整理しつつ、

病床の機能分化・連携の推進等を推進するそ

れぞれの施策について、効果の定量化、プロ

セスの分析・整理等を行い、都道府県や医療

機関等における病床機能の分化・連携や病床

の効率的利用等の推進に資することを目的

とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班は 6 つの分担班に分けて研究進

め、班会議を 3回開催し、研究の進捗状況の

管理、調整を行いながら進めた。 

研究の実施体制は図 1の通りである。 

 

図 1 研究の実施体制 

１．医療計画グループ 

１-１．医療計画班 

平成 30 年度からの第七次医療計画に向け、

都道府県が医療計画を策定している中、その

策定プロセスの実態及び今後の課題を把握

することとした。平成 29年 12 月 1日時点の

状況について、WEB を用いた調査票を 47 都

道府県に送付し、41 都府県から回答を得た

（回収率：87％）。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

平成 28 年度の福岡県の病床機能報告を用

いて、各病院の病棟別の入退棟患者の情報

（入棟前の場所、退棟後の場所）情報を整理

した。入棟前の場所、退棟後の場所情報をそ

れぞれ入棟患者数、退棟患者数で除し、それ

ぞれの場所の 100 分率を求めた。一般病棟入

院料を算定している病棟について分類基準

を作成し、場所別の 100 分率を用いて 3つの

区分（高度急性期、急性期、回復期）への割

り付けをクラスター分析によって行った。 

 

２-２．事例統括班 

厚生労働省より、病院団体へ依頼し、傘下

の医療機関へ調査票（自記式）を送付、病院

団体を通じて調査票の回収を行った。 

（調査期間：平成 29年 10／27～12／15） 

調査票は、具体的な事例の整理・類型化に

主眼を置く「事例調査票（ア）」と、より具

体的な事例を集めることに主眼を置く「事例

調査票（イ）」の 2 種類を用いた。その結果

59 医療機関より 120 の事例を集まることが

できた。 

 

２-３．機能連携班 

① 急性期病院（済生会熊本病院）と回復期

病院（A 病院）との間で Basic Outcome 

Master(BOM)を用いた大腿骨頸部骨折連

携クリニカルパス（以下パスと略す）を

10 名に運用した。パス用語の標準化だけ

でなく、看護アセスメントに使用する転

倒転落評価、嚥下評価、疼痛評価ツール

を同一のものとし、転院時に提供する診

療情報項目を規定した。これにより本疾

患患者のアウトカムが急性期、回復期に

おいてどう変化していくかを検証した。 

② 過去の施策において「クリティカルパス

を相互に共有、利用するシステム開発」

を推進した有識者等へのヒアリングを行

い、病床機能分化・連携に資するクリテ

ィカルパス活用を探索した。また、ヒア
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リング調査とは異なる地域でアンケート

調査を行ったところ、医師や看護師が連

携に伴う文書作成に係る負担について確

認を行った。 

③ 文献やインターネット検索を通じて、日

本の医療機関で活用されている退院時サ

マリー、地域連携クリティカル・クリニ

カルパス等において、どのような共有情

報項目が使用されているかを把握した。

その上で、高度急性期・急性期の役割を

担う 1病院と回復期 1病院において退院

支援や地域連携に係っている医師、看護

師、ソーシャルワーカーと本研究の研究

者が、現場の必要性や情報の抽出可能性

の観点から検討し、整理を行った。さら

に専門家パネルからあがった意見をもと

に情報共有シートの修正を行った。 

 

２-４．地域包括班 

4 地域（北海道旭川市、石川県能美市、奈

良県天理市、東京都大田区）に所在する医療

機関等を訪問し、地域や施設内における地域

包括ケアに対する理解を深めるための取り

組み等についてヒアリングを実施した。 

 

２-５．実地検証班 

① 2013 年度から 2016 年度（2013 年 4 月か

ら 2017 年 3 月まで）の 4年分の奈良県国

保、後期高齢を対象とする KDB データを

使用し、胃瘻に関わる医科診療行為コー

ドの集計を行った。 

② 病床の機能分化・連携の推進を考えるに

あたって、奈良県の国保及び後期高齢者

のレセプトデータ（KDB）の 2013 年度か

ら 2015 年度（2013 年 4月から 2016 年 3

月まで）の 3 年分を用いて、県被保険者

が在住している二次医療圏内や市町村内

の医療機関による外来を含めた受診者の

状況を集計分析し、結果を比較した。 

 

Ｃ．研究結果 

本年度研究によって以下の成果を得た。詳

細については、それぞれ分担研究報告書を参

照されたい。 

 

１．医療計画班 

１-１．医療計画班 

都道府県庁内の人的資源、担当者のかかえ

る業務量、外部コンサルタントの活用、検討

委員会の実施結果の公表、医療政策を担う人

材の確保・育成等について調査の回答を得た。

調査の結果、各都府県における策定体制の違

いが明らかになったと同時に、数少ない職員

数にも関わらず、多くの検討会を短期間に開

催しなければならない実情や、人事異動の事

情もあり専門人材の確保・育成の困難さにつ

いても課題が浮き彫りとなった。詳細な結果

については、分担報告書を参照されたい。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

3つの区分に分類するクラスター分析を実

施した。クラスタ1は家庭からの入棟が70％

で最も多く、また退棟先としても家庭が70％

と最も多くなっている。クラスタ 2は他の病

棟からの入棟が 41％、家庭からの入棟 35％、

退棟先は院内の他病棟が80％となっている。

クラスタ 3 は自院他病棟からの入棟が 60％

と最も多く、また他病院・診療所からの入棟

も 33％となっている。退棟先としては家庭

が 57％、介護・福祉施設が 14％、他医療機

関が 11％、死亡が 8％となっている。 

クラスタ別の平均在院日数を算出したと

ころ、クラスタ 2 が 15.7 日で最も短く、次

いでクラスタ1が20.5日、クラスタ3が61.9

日となっている。 
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各施設の選択した病床機能とクラスタの

クロス集積を実施したところ、クラスタ 1は

急性期を選択しているのが 75.7％、高度急

性期が 15.7％、クラスタ 2 は高度急性期が

75.0％、急性期が 18.5％、クラスタ 3 は回

復期が 77.1％、急性期が 12.8％、高度急性

期が 10.1％となっている。 

 

２-２．事例統括班 

厚生労働省より 10 病院団体に調査を依頼

し、会員である医療機関の優良事例について

59 医療機関より 120 事例を収集し、整理を

行った。平成 29 年度においては、医療から

見た地域包括ケアを推進するための参考事

例を収集し整理した。具体的には①地域医療

の拠点としての取り組み、②地域の診療所と

の連携、③地域の介護サービス施設・事業所

との連携、④地域の住民や自治体、関係団体

との連携等について、具体的な詳細テーマを

指定し、該当する項目がある医療機関や団体

から報告を受けた。 

 

２-３．機能連携班 

① 患者状態アウトカムのうちバイタルサイ

ン、肺炎の症状、深部静脈血栓の症状、

腓骨神経麻痺の症状、疼痛、創部の症状

に関するバリアンスは急性期の術後 5 日

間に集中しており、回復期では 3 週間程

度でほぼ問題ないレベルに到達していた。

一方回復期では頭痛、めまい、嘔気など

器質疾患のない不定愁訴も見られた。生

活・リハビリアウトカムのうち急性期に

おいては食事摂取に関するバリアンスが

多く、術後 2 日目の車いす移乗に関する

バリアンスはなかった。回復期において

は排便、リハビリ目標到達のバリアンス

が増加した。不眠、不穏のバリアンスは

両施設で相応の程度観察されたが眠剤の

定期投与も多かった。 

② ヒアリング及びアンケートの双方の結果

から、急性期・回復期・慢性期のいずれ

の施設においても、円滑な転院や退院を

実現するために、「患者・家族への説明」

「手続きの明確化・簡略化」を目的とし

た地域連携クリティカルパス等の情報提

供シートの存在が、不可欠と考えている

ことが明らかになった。特にアンケート

調査においては、限られた対象ではある

ものの、連携に伴う文書作成に 30～60

分程度の時間を費やす医師や看護師が多

いことも明らかになった。負担軽減の観

点からも、これらの情報提供シートの開

発が急務といえる。 

③ 専門家パネル、地域や病院の現場スタッ

フからのヒアリングにおいて、医療機関

特性や患者特性により、ここまで詳細な

情報は必要としない、さらに詳細な情報

を欲しいなど、ばらつきがみられた。例

えば、急性期病院から回復期のリハビリ

テーション病院に移行する際には、リハ

ビリテーションに関する詳細情報を必要

とする一方で、地域包括ケア病棟ではリ

ハビリテーションに係る詳細情報よりも

日常生活や介護に関する詳細情報を欲し

ていた。このため、原則どの疾患・手術

であっても、自医療機関の機能にあわせ

て、必要な共有情報項目を選択して自由

に組み合わせることのできる形式とした。 

患者基本情報としては、氏名、生年月日、

連絡先、家族構成・主介護者、世帯状況、

同居者、経済状況、かかりつけ医・かか

りつけ薬局、要介護認定、障がいなどの

認定、居宅介護支援事業者・ケアマネジ

ャーの情報項目が抽出された。診療に係

る情報では、アレルギー、感染症、医療

処置や服薬に関することが抽出された。



 

〔H29〕5 

その他、認知・精神機能に係る情報、身

体・感覚器に関する情報、ADL 等の生活

に関する情報が抽出された。 

 

２-４．地域包括班 

ヒアリングにあたり、すべての施設に対し、

以下の 7項目について聴取した。（詳細につ

いては分担報告書及び別紙（1～4）を参照。 

 

1.病棟における医師と看護師間の患者退院

方針（時期、退院後の療養先）に関する情

報共有の方法 

2.病棟看護師と退院支援部門担当（看護師、

MSW 等）との情報のやり取りの方法 

3.病棟医師に対する退院支援業務への理解

を深めてもらうための方法 

4.退院支援部門による、退院時要支援患者の

スクリーニングの有無とその手法 

5.退院支援部門から在宅医療側（医療、福祉

施設）への情報提供内容 

6.在宅医療側からよく照会のある患者の療

養環境に関する事項 

7.ICT の活用 

 

２-５．実地検証班 

① 「胃瘻造設術（経皮的内視鏡下胃瘻造設

術、腹腔鏡下胃瘻造設術を含む）」の実

患者数は、2013 年度 543 名から、2016

年度には 393 名となり、新たに胃瘻を造

設する患者は減少していた。胃瘻から経

管栄養を注入したり、管理を行ったりな

どの医療行為として「胃瘻より流動食点

滴注入」と「経管栄養カテーテル交換法」

の医科診療行為があるが、「胃瘻より流

動食点滴注入」は 2013 年度 467 名から、

2016 年度は 448 名へ、「経管栄養カテー

テル交換法」は 2013 年度 1,753 名から、

2016 年度 1,462 名へと減少しており、経

管栄養自体を実施する患者が少なくなっ

ていた。 

② 奈良県の二次医療圏別では、大学病院な

どの高度急性期の医療機関がある医療圏

では域内受診率が高くなるが、ない医療

圏である南和医療圏においては著しく域

内受診率が低下する傾向にあった。他府

県と隣接する地域や市町村内に入院でき

る医療機関が少ない地域では、他府県や

近隣の市町村への受診率が高くなる。県

外受診率は、大学などの通学や住居の移

転、就職や県外通勤などの理由によって

20 歳～34歳が高くなり、高齢になると低

下する傾向が見られた。 

 

Ｄ．考察 

１．医療計画班 

１-１．医療計画班 

各都道府県の医療計画の策定プロセスに

ついて調査を行い、現状分析を行った。他の

自治体がどのような体制で策定しているか

を知ることは貴重である。 

一方で、今回浮かび上がった課題に対して

は、今後も引き続き研究を進め、有効な対策

が講じられるよう知見を集積させていく必

要がある。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

病床機能報告結果をもとに病床機能選択

のための基準を探索的に検討した。入退棟の

パスについて分析した結果では、家庭からの

入棟及び家庭への退棟がそれぞれ 7 割であ

るクラスタ 1のグループが急性期、他病棟か

らの入棟及び家庭への退棟がそれぞれ 6 割

であるクラスタ 3のグループが回復期、同じ

病院の他病棟及び家庭からの入棟がそれぞ

れ約 4割、同じ病院の他病棟への退棟が 8割
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のクラスタ 3 のグループは主として高度急

性期に対応し、一部回復期が混在していると

考えられた。 

 

２-２．事例統括班 

平成 29 年度も全国より、公的／私的病院

の事例を収集することができた。病床規模

399床以下の病院からの回答が多かったもの

の、二次救急医療を担い、介護施設からも容

体急変の患者やレスパイト入院を受け入れ

ていることが明らかになった。また、災害医

療拠点病院として、地域の中心となっている

医療機関からの報告も多かった。また、病院

が訪問看護ステーションを運営したり、規模

を拡大している報告もあった。これらは医療

機関の立地状況や管理者の考え方によるも

のと考察される。 

地域の介護サービス施設・事業所との連携

においては、介護支援専門員との間で入退院

時の情報共有、介護サービスの調整を行って

いるという回答が多かった。2018 年の診療

報酬改定で「入退院支援加算」に改称され、

地域包括ケアの一環として、入院から退院ま

で一括して患者をサポートするしくみが評

価されていることから、このような取り組み

が広がっていくことが考察される。 

地域住民や自治体、関係団体へとの連携に

ついては、住民への公開講座をはじめ、地域

の専門職（社会福祉士やリハビリテーション

職）との勉強会の開催、地域ケア会議への参

画事例について報告があった。いずれも地域

包括ケアを推進し、医療介護連携を進めてい

く上で大変重要な取り組みであると考えら

れる。 

 

２-３．地域事例班 

① 本研究ではパス適応と非適応の比較研究

は実施せずに、パス適応患者のバリアン

ス分析の結果から急性期と回復期の連携

における患者状態の実像を明らかにした。 

患者状態バリアンスからは骨折と手術侵

襲にともなう生命を左右する内臓機能状

態及びバイタルサインの変動と平常状態

回復への時間経過がリアルに理解できた。

懸念された誤嚥性肺炎や深部静脈血栓症

の発症はなかった。これは過去 3 年の実

績からも、両者による再入院、死亡リス

クが極めて低いことを表している。 

② 複数の施設間での情報共有を推進する上

では、電子的な手段による情報流通も当

然に視野に入ることから、「保健医療分

野の情報化にむけてのグランドデザイン」

に始まり、現在まで引き継がれてきた医

療分野における情報化施策との一貫性が

重要である。厚生労働省標準規格等の医

療用語・コードを活用して、疾患に依存

しない情報提供ツールの整備が急務であ

ることが示唆された。 

③ 共有情報項目は、地域特性、疾病特性、

連携機関先の特性によっても影響をうけ

る。自地域や自医療機関の特性、連携先

の特性を踏まえ、何の情報が重要となる

のかという視点で共有情報項目を選択し、

情報共有シートを作成できる仕組みを整

備することが大切である。また、連携す

る際に途切れやすい情報についても把握

し、共有情報に含めることで、確実に必

要な情報が共有できるようにしていくこ

とも求められる。 

 

２-４．地域包括班 

地域のヒアリングを通じて、より円滑な退

院、在宅医療を実現するために、以下のポイ

ントが共通して挙げられた。 

 

1.病棟の退院カンファレンスに医師をはじ
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め関係職種が出席し、在宅移行等退院支援

業務への院内の理解を広めること。 

2.福祉側から医療機関への照会窓口を一本

化すること。 

3.地域連携室に医療と介護のハブ機能を持

たせ、医療側が有する情報を福祉側が求め

る内容に調製し提供すること。 

4.地域との顔の見える関係を粘り強く保ち

続けること。 

 

どの医療機関においても、医師の退院支援

活動への理解を進めることが重要との意見

が強かった。 

 

２-５．実地検証班 

① 胃瘻からの代用として、「中心静脈注射」

が考えられるが、胃瘻から点滴などの高

カロリー輸液に移行したとは言えない現

状であった。医療機関が 2025 年の地域医

療構想の病床区分を選択するにあたって

は、患者の受療行動、診療報酬改定等の

動向等を見据えた検討を行う必要がある。 

② 医療機関が病床 4区分（高度急性期、急

性期、回復期、慢性期）の選択や病床区

分の移行を検討するにあたっては、医療

機関へのアクセスや医療機関の立地、域

内受診率等の状況を加味しながら機能分

化や連携を推進する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究の成果は、わが国の地域医療構想の

推進、医療計画の策定にあたって有用なもの

として考えられる。 

また、各都道府県が活用している医療介護

総合確保基金の有効な使途へ反映されるこ

とが期待される。 
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